平成２１年度　職員の給与に関する報告及び勧告の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（勧告日　平成21年９月18日）
１．民間給与との較差

　(1)　月例給

職員と民間企業の従業員の4月分給与を調査し，役職段階，学歴，年齢など給与決定要素の同じ者同士を比較。比較給与は給料，扶養手当，地域手当，管理職手当，住居手当等
	民　間　給　与

（A）
	職員給与（行政職）

（B）
	　　　　　較　　　差

(A)－(B)=(C)〔(C)／(B)×100〕

	４４１，６３３円
　


	４４１，８３８円
	△２０５円〔△０．０５％〕

	
	　

４４１，４０７円
	２２６円〔　０．０５％〕


　　〈注〉職員給与は，上段は管理職手当減額前の額，下段は管理職手当減額後の額である。

＜参考＞１．人事院勧告　民間給与との較差：△863円（△0.22％）

２．職員給与（較差比較対象職員）月例給の内訳 
	項　　目
	平成21年度
	平成20年度(参考)
	増減（参考）

	平均給与月額
	給　　　料
	３７０，５７６円
	３７５，８１７円
	△5,241円

	
	扶養手当
	１１，８１２円
	１２，２７９円
	△467円

	
	地域手当
	３９，４４０円
	３９，９９１円
	△551円

	
	
	３９，４００円
	３９，９５１円
	△551円

	
	管理職手当
	１１，２１２円
	１１，１４７円
	65円

	
	
	１０，８２１円
	１０，７４５円
	76円

	
	住居手当等
	８，７９８円
	９，１７７円
	△379円

	
	合　　　計
	４４１，８３８円
	４４８，４１１円
	△6,573円

	
	
	４４１，４０７円
	４４７，９６９円
	△6,562円

	
	平均年齢
	４５．６歳
	４５．９歳
	△0.3歳

	(注) 1.地域手当，管理職手当欄の下段は管理職手当減額後の額である。

2.給料については，平成19年4月1日の給料表の切替えに伴う差額を含む。

3.住居手当等とは，住居手当と単身赴任手当の合計額である。


≪較差について≫

この較差は，国家公務員の較差より小さいものになっている。民間給与との較差算出については，ラスパイレス方式による精確な比較によって行っており，民間給与及び職員給与のさまざまな要因が総合的に作用しているが，①民間給与においては，ⅰ 春季の賃金改定率が昨年を若干下回ったこと，ⅱ 賃金カットなどの雇用調整が一部の企業で行われているが，市内企業の雇用調整の状況は全国に比べ低い水準にあること，②職員給与については，ⅰ 平均年齢の低下とともに給料，扶養手当が減少したこと，ⅱ 住居手当が昨年7月に実施した支給対象者の見直しにより減少したことが要因として考えられる。
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(2) 特別給（期末・勤勉手当）　

　　昨年8月から本年7月までの1年間の民間の支給実績(支給割合)と職員の年間支給月数を比較
	期　　間
	民　　　間
	職　　　員
	民間　－　職員

	下　半　期

上　半　期
	２．１４月分

２．０３月分
	２．３５月

２．１５月※
	△０．２１月

△０．１２月

	年　　　間
	４．１７月分
	４．５０月
	△０．３３月


　(注)1.下半期は，平成20年8月から平成21年1月まで，上半期は，平成21年2月から7月までの期間をいう。　

2.※本年度上半期の職員の特別給については，0.20月分凍結し，1.95月となっている。

＜参考＞人事院勧告　民間の年間支給割合：4.17月分

２．本年度の給与改定の取扱いについて
(1) 月例給

民間給与との較差△205円を次のとおり取り扱う。

①給料表

ア．行政職給料表

○　給料表の改定

国の行政職俸給表(一)の改定に関する考え方を参考に，本市職員の実態を踏まえ，初任給などおおむね若年層に適用される給料月額については引下げを行わず，それ以外の給料月額の引下げ改定に当たっては，１級から５級と６級（課長級）以上に差を設ける必要がある。
○　平成19年4月1日に実施した給料表の引下げ改定に伴う経過措置として，神戸市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第６条の規定により支給されている給料月額，いわゆる現給保障額についても，引下げ改定が行われる給料月額を受ける職員を対象として，引き下げる必要がある。

○　再任用職員の給料月額については，再任用職員以外の給料月額の改定に準じた改定を行う必要がある。
イ．その他の給料表

据え置きとする医療職給料表(1)を除き，行政職給料表との均衡を基本とし，対応する国の俸給表の改定に関する考え方を参考に，本市職員の実態を踏まえ，改定を行う必要がある。
②諸手当　改定なし

(2) 特別給（期末・勤勉手当）

① 支給月数及び支給割合については，市内民間事業所における支給割合及び人事院勧告を考慮して，0.35月分引下げ次の表のとおりとする必要がある。

② 本年度においては，6月期における期末･勤勉手当の特例措置により凍結した支給月数分(0.20月分)を支給しないこととし，これを減じた月数分(0.15月分)を12月期の期末・勤勉手当から差し引く必要がある。

③　再任用職員の特別給についても，人事院勧告を考慮のうえ改定を行う必要がある。

	
	6月期
	12月期
	合計

	期末手当

勤勉手当
	1.25月（現行1.40月）

0.70月（現行0.75月）
	1.50月（現行1.60月）

0.70月（現行0.75月）
	２．７５月

１．４０月

	計
	 １．９５月※
	２．２０月
	４．１５月


※本年度は，特例条例により，0.20月分凍結し，1.95月を支給済

(3)改定の実施時期

①　条例の公布日の属する月の翌月の初日（公布日が月の初日であるときは，その日）
②　所要の調整措置

市職員給与の実態及び給与改定の内容を考慮し，人事院勧告に準じて所要の調整措置を講じることが適当

　　　
〈参考１〉国及び神戸市の民間給与との較差の推移等
	年度
	神戸市
	国

	
	月例給の較差の推移
	期末・勤勉手当(月)
	月例給の較差の推移
	期末・勤勉手当（月）

	
	額（円）
	率（％）
	
	額（円）
	率（％）
	

	１２
	552
	0.12
	4.75
	447 
	0.12 
	4.75

	１３
	362
	0.08
	4.70
	313 
	0.08 
	4.70

	１４
	△7,906
	△1.73
	4.65
	△7,770 
	△2.03 
	4.65

	１５
	△4,162
	△0.92
	4.40
	△4,054 
	△1.07 
	4.40

	１６
	（△　 91）
	(△0.02) 
	↓
	　　　（39）    
	   (0.01)
	↓

	１７
	　△2,114
	△0.47
	　　4.45
	△1,389 
	△0.36 
	4.45

	１８
	△　303 
	△0.07
	　　　↓
	　　　(18)
	   (0.00)
	↓

	１９
	　　440
	0.10
	4.50
	1,352 
	0.35 
	4.50

	２０
	　 （50）
	(0.01)
	↓
	　　 (136)
	(0.04)
	↓

	２１
	△　205
	△0.05
	      4.15
	△863 
	△0.22 
	4.15


　　　※(　　)は，較差が小さいため，給与改定を見送った。

〈参考２〉　年収減　約△158,000円（約△2.2％）
３．その他の事項について　　
(1)　地域手当

医師及び歯科医師に対する地域手当，並びに特別区に所在する公署に勤務する職員に対する地域手当について，平成22年４月１日から本則の支給割合とする必要がある。

(2)　住居手当

本年の人事院勧告により，国家公務員については自宅に係る住居手当を廃止するとされている。国家公務員と本市職員では，職員の住宅事情及び住居手当制度の内容が異なっているという状況はあるが，住居手当のあり方については，市内民間事業所の住宅（住居）手当の支給状況や他の政令指定都市の動向に留意していく必要がある。

４．本市職員にかかる諸課題について 

(1)　新たな人事評価制度の構築，勤勉手当への勤務実績反映の拡大

公正性や納得性を高めた新たな人事評価制度の導入について引き続き検討，及び勤勉手当への勤務実績の反映の拡大
(2)  人材の確保・育成
・効果的な広報活動を行い，人物重視の採用制度を実施し，優れた人材の確保が必要

・職場における研修（OJT）や，これを補完・支援する研修機関での研修(Off JT)を通して計画的な育成や管理監督者による職場の活性化が図られる職場風土の構築が必要

(3)　係長昇任選考制度
・平成20年度職員意識調査を踏まえ，説明会等の実施による継続的な情報発信をするとともに，管理監督者が受験を奨励する職場環境をつくっていくこと，また，係長昇任選考制度のさらなる改善を進めるとともに，給与面を含む魅力の向上の具体化に向けて引き続き検討をしていくことが必要

(4)　女性職員の育成・登用

・キャリア形成支援のための取組みなど受験を奨励する職場環境づくりを行うこと，また，女性が参加しやすい係長昇任選考制度の説明会の開催等による積極的な情報提供や啓発の実施が必要
(5) 高齢期雇用

・人事院は，公的年金の支給開始年齢引上げに伴い，平成25年度から定年年齢を段階的に65歳まで延長することが適当であるとし，平成23年の法制整備に向けて，定年問題だけでなく，採用から退職までの人事管理を総合的に見直していく必要から，さまざまな課題について検討を進めるとしており，本市においても，これまでの本市の取組みや実情を踏まえながら，諸課題について検討を進めることが必要
(6)　職員の勤務環境の整備

ア　職業生活と家庭・地域生活との両立支援

・男性の育児参加を促進するため,公務員の育児休業等に関する法律の改正動向を踏まえ，管理職をはじめ職員に対する制度の啓発に引き続き取り組むことが重要

・労働基準法改正により超過勤務手当の割増率の引上げ等が実施されるが，当該改正の趣旨に照らし，管理監督者は今後とも業務の計画的な執行や事務の簡素効率化に努めるとともに，職員一人ひとりがコスト意識をもって時間外勤務の縮減に努めることが必要

イ　職員の健康確保・安全衛生
・精神疾患により休職している職員が高い割合を占めていることから，心身両面の健康確保が重要であり，今後，職場復帰時の復職プラン作成，ならし出勤の制度化など早急に実施することが必要

・消防局の事故を踏まえて，安全衛生委員会活動の充実をはじめ，職場環境の安全確保の継続的な取組みが必要

 5．おわりに
今後とも，現下の厳しい社会経済情勢を十分認識し，改めて，市職員として市政の果たす役割と職責の重大さを自覚するとともに，公務員倫理及び公正な職務執行・法令遵守（コンプライアンス）を確保し，市民から信頼と協力を得られる神戸市職員として，より一層の公務運営の改善に取り組まれるよう要望する。


勧　　　　　　告
本委員会は，別紙第１に述べた報告に基づき，職員の給与について，次の措置を執られるよう勧告する。
１　改定の内容
(1)　給料表

民間との給与較差（△205円，△0.05％）を解消することを基本に，報告において述べたことを踏まえ，神戸市職員の給与に関する条例に規定する給料表及び平成19年4月1日の号給の切替えに伴う経過措置として支給されている給料月額，いわゆる現給保障額について必要な改定を行うこと。

(2)　期末・勤勉手当

ア　支給月数
市内民間事業所における支給状況及び人事院勧告を考慮のうえ，年間支給月数を0.35月分引き下げ， 4.15月とするために必要な改定を行うこと。
イ　支給割合
民間における支給状況，人事院勧告及び他の政令指定都市との均衡を考慮のうえ，必要な改定を行うこと。
ウ　その他

再任用職員については，人事院勧告を考慮のうえ，必要な改定を行うこと。

２　改定の実施時期
この改定は，この勧告を実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるときは，その日）から実施すること。

(参考)

１．諸手当

ア．扶養手当の支給月額の比較
	扶養家族の構成
	　　民　　　間
	　　職　　　員
	　民間　－　職員

	配偶者
	14,938円
	14,500円
	438円

	配偶者と子1人
	21,039円（6,101円）
	21,000円（6,500円）
	39円

	配偶者と子2人
	26,996円（5，957円）
	27,500円（6,500円）
	△504円


　　(注)　支給額の（　）内の金額は，子が1人増えることにより増加する金額である。

＜参考＞人事院勧告（民間－職員）

配偶者 1,757円，配偶者と子1人1,316円，配偶者と子2人199円

イ．住居手当の一人当たりの平均支給月額の比較
	　　　民　　間
	　　　職　　員
	       　民間　－　職員

	　　９，１４６円
	　　８，７７９円
	　　　　　　３６７円


　　    民間における住宅(住居)手当の支給状況　　　　　　（単位：％）
	支給の有無
	事業所割合

	　　支　　給
	
	60.2

	
	借家・借間居住者に支給
	100.0

	
	自宅居住者に支給
	81.6

	
	社宅居住者に支給
	20.4

	非　　支　　給
	39.8


　(注)社宅住居者に支給する事業所割合は，社宅がある事業所を対象として算出

ウ．初任給

   　(ｱ)　民間における採用・初任給改定の状況

	
	神　戸　市
	全　　　国

	
	採用あり
	初任給据置き
	採用あり
	初任給据置き

	
	平成21年度
	平成20年度
	平成21年度
	平成20年度
	平成21度
	平成20年度
	平成21年度
	平成20年度

	大学卒
	43.2
	39.9
	85.8
	65.3
	40.3
	38.8
	83.7
	67.5

	高校卒
	21.0
	16.2
	74.3
	62.4
	18.9
	18.4
	82.8
	70.2


　　　(注)　初任給据置き額は，採用ありと答えた事業所を100としたときの割合である。

(ｲ) 民間における初任給の状況

	
	平成21年度
	平成20年度
	増　　減

	大　学　卒
	197,875円
	197,709円
	166円

	高　校　卒
	157,189円
	156,947円
	242円


　　　(注)1.金額は，採用のある神戸市内の事業所について平均したものである。

2.職員の場合,地域手当を含む初任給月額は，大学卒　197,340円，高校卒161,810円である。

２．雇用調整の状況

ア．民間における雇用調整の実施状況　(複数回答) 

	項　　　目
	神　戸　市
	全　　国

	
	実施事業所割合（％）
	増　　減
（ポイント）
	実施事業所割合（％）
	増　　減
（ポイント）

	
	平成21年度
	平成20年度
	
	平成21年度
	平成20年度
	

	採用の停止・抑制
	25.9
	 4.1
	21.8
	24.1
	 4.5
	19.6

	転籍出向 
	 4.4
	 3.9
	 0.5
	 3.2
	 2.6
	 0.6

	希望退職者の募集
	 3.6
	 1.2
	 2.4
	 5.2
	 1.4
	 3.8

	正社員の解雇
	 0.0
	 0.5
	▲0.5
	 3.4
	 1.0
	 2.4

	部門の整理・部門間の配転
	 3.7
	 6.9
	▲3.2
	 7.9
	 6.1
	 1.8

	業務の外部委託・

一部職種の派遣社員等への転換
	 2.5
	 2.5
	 0.0
	 2.1
	 3.1
	▲1.0

	非正規社員の契約更新の中止※
	14.4
	-
	-
	19.0
	-
	-

	残業の規制
	24.6
	 1.3
	23.3
	24.8
	 3.6
	21.2

	一時帰休・休業
	 8.0
	 0.0
	 8.0
	16.8
	 0.2
	16.6

	ワークシェアリング ※
	 1.6
	-
	-
	 2.7
	-
	-

	賃金カット
	 5.8
	 0.7
	 5.1
	12.9
	 1.0
	11.9

	計
	38.0
	13.3
	24.7
	50.2
	14.9
	35.3


 (注) １  当該年１月以降の実施状況である。

（注）２  計欄の数値は，何らかの雇用調整を実施した事業所の割合である。

　　　３　※は平成21年度からの新規調査項目である。

イ．民間における賃金カットの実施状況　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

	
	神　戸　市
	全　　国

	
	賃金カットした事業所
	賃金カットした事業所における平均減額率
	賃金カットした事業所
	賃金カットした事業所における平均減額率

	係員
	4.2
	4.3
	4.6
	6.5

	課長級
	5.8
	4.6
	11.1
	7.3
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